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ネットショッピングの利用が先行 していること

が分かるc

世帯主の年齢別には、30代 では 77.9%と 8

割近い世帯でインターネットショッピングを

利用しており、70代、80歳以 Lで はそれぞれ

27.6%、 166%と 少数派であるのと対照的であ

る。若い世代からインターネットショッピング

が普及してきていることがうかがえる。

2015年 との比較では、地域別にも年齢別に

も全般的に、ネットショッピングの普及が進ん

でいる。年齢別の割合の増加倍率を見ると 60

代以上の各層では 2倍以 Lと なっており、高齢

層にもネット利用の買い物が広がってきている

ことが分かる。

新型コロナの影響をもう少し具体的に見るた

め、図 2に インターネットで注文 した世帯の

2019年以降の月次推移を掲げた。商品の購人

に関するネット利用の拡大が 2020年の 3月 か

ら5月 にかけて大きな段差をともなっているこ

とがよく分かる。この段差を除いて毎月の推移

を見ると、ネットを利用した商品購入は安定 し

統計から社会の実情を読み取
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ネットで物やサービスを買う世帯が大

きく増カロ

ひと昔前には考えられなかったほどパソコン

やスマホを使って物やサービスを入手すること

が常態化しつつある。この点についての推移や

国際比較をデータで確認してみよう。

図 1には、インターネットショッピングの利

用世帯割合の推移、及び 6年前と比較した最新

年の地方別、世帯主の年齢別の状況をグラフに

した。

インターネットショッピングの利用世帯割合

は、2002年 には53%に止まっていたが、その後、

増え続け、2021年 には 522%と 5割以上の世

帯にまで達 している。20年間で約 10倍の増加

である。

年次推移の中で 2019年から2020年にかけ利

用害」合が特に大きく上昇しているが、新型コロ

ナ感染拡大の影響で巣ごもり消費が増えた影響

であろう。

地域別には関東の 583%が最も高く、近畿が

これに次いでいる.大都市圏地域でインター
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年次別推移
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図 1 インターネットショッピング利用世帯割合 (二人以上の世帯 )
注) CT関連項目の集計。2014年以前は総務省統計局の統計トビンクスNo 92「 急
増するネットションピングの実態を探る」(2016年 3月 3日 )による。
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図 2 インターネットで注文した世帯の月次推移
注) 支出関連項目の集計
資料)総務省統計局「家計消費状況調査J
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財・サービスをオンラインで注文したことのある個人の割合 (%)
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て傾向的に増えていることも分かる。なお、月

別の変動として毎年 12月 に購入世帯率が跳ね

上がるのはクリスマスや年末年始用の買い物が

増えるためであろう。

インターネットショッピングで日本は

立ち遅れている ?

日本のネット利用は、海外と比較してなかな

か進まないと言われている。国際比較上、日本

のオンライン消費の進捗度はどの程度かを見る

ため、図 3に OECD(経済協力開発機構)諸
国について、財・サービスをオンラインで注文

したことのある個人の割合を掲げた。

2019年の段階でオンライン購入経験者の割

合はOECD全体で約 6割を占めている。

英国、デンマーク、ノルウェー、スウェーデン、

オランダ、スイスといった国が 80%を超えて

おり、オンライン消費のさかんな国と言える。

主要先進国の中では、日本や米国は、英国、

ドイツ、 フランスより低 く、 OECD平 均をも
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図 3 オンライン消費の国際比較
注) 国により、若干、年次がズレていたり、対象年齢が異なっていたりする場合がある。
資本斗)OECD,D gtta Economy Ou‖ ook 2020

下回っている。

何事についてもネット利用が進んでいると言

われる米国で OECD平均以下というのはやや

意外だが、ギャラップ社の年末商戦に対する調

査によると年収が高い人ほどオンラインス トア

を使い、低い人ほどディスカウントス トアや専

門店を用いて商品を購入する傾向があるとい

う。そんな事情が影響 している可能性があろう。

日本はネット利用そのものが海外と比較して

あまり進まず、その理由としてネットを使わず

とも便利な社会なので電話や人間関係を通じた

解決法で済んでいるためと考えられる。ネッ

トショッピングについてもスーパー、専門店

チェーンやディスカウントストア、コンビニな

ど店舗販売が発達しているためそれほど利用率

が高くないのだと考えられる。

2010年 との比較では、各国かなリオンラ

イン消費比率が高まっており、OECD平 均で

も37.6%か ら59.5%へ と20%ポ イント以上高

まる中で、日本の場合は、その他の購入手段



財・サービスをオンラインで売買したことのある個人の割合 (%)

オンラインで注文 (購入 )

図 4 オンライン売買の国際比較 (2019年 )
国により、若干、年次がズレてぃたり、対象年齢が異なっていたりする場合がある。
OECD,Digtta Economy Ou‖ ook 2020
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ン
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江ヽ

資

が発達しているためもあってそれほど値が高

まっておらずオンライン消費の進捗度は遅い

ことが分かる。

購入だけでなく個人で販売するための

ネット利用も進む

オンラインによる購入だけでなく、個人がイ

ンターネットで販売するケースも増えている。

図 4には、両方の割合を散布図で示した。傾向

としては、オンラインで購入する人が多い国ほど、

個人がインターネットで販売する割合も高くなっ

ている (販売の割合は購入の割合の半分弱の程度

であるが)。 その中でも、特に、オランダやアイ

スランド、フィンランド、ノルウェーといった北

欧諸国でオンラインでの販売が 3割以 Lと かなり

多くなっていることが分かる。

日本の場合は、オンラインでの購入の割合は

578%で あるのに対して販売の割合は 14.0%と

あまり高くない。

ネットで購入だけでなく販売する個人も増え

ているということは、B to Cの ネット通販だけ

でなく、ヤフオクやメルカリなどを通じ、個人

間の中古品などの C tO C売 買がネットを通 じ

て拡大 しているということであり、これまでに

ない流通システムの抜本的変化が起っていると

言えよう。

図 4の データはコロナ禍が襲う以前のデータ

である。その後、全世界的に新型コロナ流行の

影響で個人のオンライン取引はさらに大きく拡

大していると思われる。
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